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第１章 事業実施の背景及び目的 

１．事業背景・目的 

 近年、食や農業分野では、人口増大による食料不足や地球環境への配慮など、新たな

課題に直面しているが、その解決に ITを用いて取り組むスタートアップ企業が世界的

に注目されている。「フードテック（食×テクノロジー）」、「アグリテック（農×テクノ

ロジー）」と呼ばれる新しい産業分野で、SDGｓや ESG 投資といった世界的な潮流もあ

り、その市場規模は 700 兆円にのぼり、更なる成長が見込まれている。 

 本市は、「コシヒカリ」等の水稲に代表される日本有数の穀倉地帯であるとともに、

野菜や果樹、花卉の一大産地でもあり、農業産出額は 580 億円（平成 29年市町村別で

全国６位。米の産出額は全国１位）と突出した農業生産力を誇る。また、日本海に面し

ていることから漁業も盛んに行われており、豊富な農水産物資源に裏づけされた食料品

製造業が内需型産業として発展してきた。このため、市内製造業では製造品出荷額

（2,517 億円、市内製造業のうち 22％）、事業所数（206 事業所、市内製造業のうち

20％）、従業員数（11,239 人、市内製造業のうち 30％）において食料品製造業が最も多

くの割合を占めており（平成 30 年工業統計調査）、米菓、米飯包装商品や水産練物な

ど、全国的にも著名な地元発の食品メーカーが多数存在するなど食料品製造業が集積し

ている。こうした集積を背景に、農業生産、加工・商品開発、販売を一体的に支援する

ことで、農業と食品産業の成長産業化を目指す「新潟ニューフードバレー」の取組など

が評価され、本市は平成 26 年、「大規模農業の改革拠点」として、国家戦略特別区域に

指定された。特区の指定は、多くの企業からアグリプロジェクトの提案を呼び込み、Ｉ

ＣＴなどを活用した革新的農業の実践も進んでいる。 

 一方で、本市は長期的な人口減少に伴う市内経済の縮小も懸念されており、スタート

アップ企業の力を取り込むとともに、既存中小企業のイノベーションを促進し、地域経

済の活性化を図る必要がある。特に本市に集積する食料品製造業や農業など食関連産業

は、他産業に比べ全国的に労働生産性が低位である。さらに、本市の同産業の労働生産

性は全国平均を下回っているため、イノベーション等による向上が求められている。 

 このことから、本市の強みであり市内企業への波及効果も高い食や農の分野を中心

に、フードテック、アグリテックのスタートアップ企業を本市に集積させ、経済成長の

エンジンとするとともに、スタートアップ企業により、本市の食・農にかかる既存産業

のイノベーション促進を図る。また、スタートアップ企業の集積が、新たなスタートア

ップ企業の輩出や、東京圏等のスタートアップ企業を惹きつける好循環を形成する。 
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第２章 実施内容  

１．新潟市におけるエコシステム形成支援  
(１) 市内事業者の現状分析とフードテック＆アグリテックの任意の分野にて、 

市内事業者が新規事業を創出する可能性が高い分野 
市内事業者の現状と新規事業創出する可能性の高い分野を見出すために、市内のステ

ークホルダーへのヒアリングを行った。具体的には市内企業 21 社と市内大学 2 校の計

23 者である。既存事業に関することと新事業に対する取り組みを中心に、ヒアリングを

実施した。 

 

市内事業者が新規事業を創出する可能性が高い分野として、事業者の興味関心の視点

では、フードロスの削減、代替たんぱく、発酵/微生物、トレーサビリティ、防災食・

非常食、体内情報が挙げられる。また、業種別の視点からは、加工業・流通業である。

加工業は各社が幅広いテーマ（フードロスなどの食のバリューチェーンに関すること

や、培養肉などの食品製造に関することなど）に対して、興味関心を持っている。一

方、流通業は自社のバリューチェーンを延伸し、加工・製造や小売り・飲食に興味を持

つ企業が多い。 

 

新規事業に対する課題については、食品加工事業に進出した企業の製造知見や技術不

足が挙げられる。また、大手企業は利害関係が一致するパートナー企業が見つからない

ことやパートナーシップの調整が課題である。 

 

新潟市に対する要望については、各社のおかれている状況から様々なご意見を頂いた。

特に、新潟市からのフードテックに関する情報提供や関係者の紹介などを要望する企業

が多い。 

  

ヒアリングに基づき、シナジーが生まれそうな新規事業の種を 5事業ピックアップし

た。内訳としては、アップサイクル（廃棄物を活用して新製品にアップグレードするこ

と）について 1件、食品物流の効率化について 2件、農業の DX化 2件、農地の活用に

ついて 1 件、である。 

 

プロジェクトの途中でスタートアップ企業にヒアリングを行い、スタートアップ企業

がどんな機能を求めているのかの着想を得る取り組みも行った。 

 
(２) 新規事業を創出するまでのプロセス 
フードテック＆アグリテックを軸としたスタートアップエコシステム形成を進めてい

くために、新規事業を創出するまでのプロセス策定を進めた。なお、昨年度に新潟市で

策定した「新潟市がフードテックで目指す将来像」や「新潟市フードテックコミュニテ



3 
 

ィ（以下、NFC）の MTP（Massive Transformative Purpose 野心的な革新目標）」をプロ

セス策定の前提として進めた。 

 

 

まずは、新規事業創出パターンの整理を実施した。結果として、「A.自社内で完結」「B.

他社と協業するパターン」「C.個人が起こす 0→1」の 3 パターンが考えられ、さらに他

社と協業する場合はプログラムに参加する場合とその他支援により発生する場合と 2 パ
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ターンに分かれると思料する。また、各パターンに対して、新潟市が支援する方法を検

討した。 

 

 

A.自社内で完結するパターンでは、スタートアップスクールで事業案の策定をサポー

トし、実証・事業化を誘致していく。 
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B1.企業紹介や 1on1（１対１の面談）を経て他社と協業では、個別相談を踏まえてパ

ートナー企業のマッチングを踏まえて事業化を目指す。 

 

  

B2.共創プログラムを経て他社と協業では、アクセラレーションプログラム（支援者

が伴走して事業創造するプログラム）に参加した企業の事業化を目指す。 
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C.0→1 では起業への想いを持った個人を対象に、スタートアップスクールで事業案

の策定をサポートし、実証・事業化を誘致していく。 

 

 

(３) エコシステムの具体化 
 新潟市の考えるスタートアップエコシステム「オープンイノベーションによる新事業
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創出エコシステム」は 5 億円規模の新事業創出を次々生み出し、市内事業者との取引額

が増加したスタートアップ等の誘致を狙っている。 

 

 
ア：必要な役割（機能） 

フードテック＆アグリテックを軸としたスタートアップエコシステム形成に必要な機

能の具体化を進めた。 

 

機能は「フードイノベーターの発掘・育成」と「事業創出」の２つに分かれ、新潟市

でフードビジネスを志したい人が集まりプロジェクトを始動させ、事業を生活者に届け

るまでの機能を有していく。 
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「フードイノベーターの発掘・育成」では２つの機能を保有していく。 

 １つ目は産学共同研究を活用した新潟市への若年層の誘致、育成の機能である。 
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2 つ目はキャンプ形式（集中型）で行う事業創出プログラムを通じた、新潟市への誘

致、育成の機能である。 
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「事業創出」の機能では、新潟市の昨年度の策定内容を基に検討した。 

 

検討結果として、「情報集積（DB 構築）」「PoC（実証実験）提供」「マッチング」「事

業投資」「自治体コミュニティ」「事業支援/普及」「場の提供」の 7 つの機能について具

体化を進めた。 
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 機能の 1 つ目は「情報蓄積」である。短期ではリストアップ、中期は DB の構築、長

期は利用者拡大を目指す。 

 

 
機能の 2 つ目は「PoC 提供」である。新潟市で事業に取り組む意義にもつながるため、

生活者情報の集積のノウハウ化して有効な PoC 実施サポートが必要である。 
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機能の 3 つ目は「マッチング」である。短期～中期に実施する共創プログラムでマッ

チング事例を作り、中期から後期は新潟市フードコミュニティー内でマッチングを促進

する。 

 

 
機能の 4 つ目は「事業投資」である。短期では金融機関・VC とのリレーション構築を

し、中長期的には NFC の中に入って投資獲得を検討できる体制構築に移行する。 
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機能の 5 つ目は「自治体コミュニティ」である。短期では個別にリレーション構築、

中期では共同イベントなどで共創事例の作成、長期では NFC へ他自治体も参加するな

ど、NFC の拡大を目指す。 
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機能の 6 つ目は「事業支援/普及」である。短期は新潟市主催で事業支援をしていき、

中長期にかけて NFC 機能を委譲する。 

 

 
機能の 7 つ目は「場の提供」である。対面での「場」としての常設スペースと、オン

ラインでの「場」としての NFC の二本柱で構成されている。 
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イ：必要なパートナー候補 
アで述べた機能について、新潟市で不足する機能をまとめ、どのようなパートナーが

必要なのかを定義し、パートナー候補を洗い出した。 

 

 
ウ：エコシステム形成構想 

「ア」「イ」の検討内容をまとめると 4 つのフェーズに分かれる。2021 年度末をゴー

ルとした短期フェーズでは「土台構築」をテーマに土台となる機能の整備を図る。

2023 年度末をゴールとした中期フェーズでは「育成」をテーマにパッションのあるプ

レーヤーが事業を立ち上げきる仕組みを育成する。2030 年度末をゴールとした長期フ

ェーズでは「自律化」をテーマにエコシステムとして自律し、様々な事業の創出を目指

す。それ以降のフェーズでは「還元」をテーマに事業化した企業・個人がノウハウやリ

ソースの還元をしていく事を目指す。 
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フードテック＆アグリテックを軸としたスタートアップエコシステムの最終像として

は、新潟市が支援する NFC を中心に、様々な企業の事業機会発見、事業化をサポートし

ていく体制を目指す。 
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２．イベント企画運営、相談業務 
(１) フードテック＆アグリテックをテーマとしたイベントの企画運営 
市内事業者に対してフードテック＆アグリテックの機運醸成のためにフードテック＆

アグリテックをテーマにしたセミナーを行った。9 月 15-17 日の 19 時から 3 夜連続で

開催した。また、セミナーのテーマについては、事業者ヒアリングの際に興味関心が高

かったものを中心に「コネクテッドシェフ」「フードサプライチェーン」「プラントベー

スフード」の 3 つを選定した。 
 
一日目は外食市場の現状、展望を語ったうえで、ONODERA GROUP エグゼクティブ

シェフ 杉浦仁志氏とパネルディスカッションを行った。申し込みは 35 名で、アンケー

トからは「外食業界について具体的な着想が得ることができた」「新しい概念について知

れて刺激を得れた」などのコメントが挙げられた。 
 

 

 
二日目はフードサプライチェーンの現状、展望やフードサプライチェーンの各セクシ

ョンにおける参入パターンを語ったうえで、ユナイテッド・スーパーマーケット・ホー

ルディングス株式会社 開発本部業態開発担当 岩崎修司氏とパネルディスカッションを

行った。申し込みは 41 名で、アンケートからは「フードサプライチェーンと大企業の協

業のポイントを知ることができた」「コロナで変化したフードサプライチェーンの変化を

論理的に知ることができた」などのコメントが挙げられた。 
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三日目は代替肉市場についての展望、参入パターンを語ったうえで、亀田製菓株式会

社 食品事業本部 シニアマネージャー 西倉一郎氏とグリーンカルチャー株式会社 代表

取締役 金田郷史氏とパネルディスカッションを行った。申し込みは 49 名で、アンケー

トからは「プラントベースフードの現状と課題を知ることができた」「業務を遂行する

うえであまり表になかなか出てこない部分を知ることができた」などのコメントが挙げ

られた。 
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また、今後より絞ったテーマで分科会を行う事を想定し、アンケートで分科会のテーマ

案をヒアリングした。結果、多種多様な意見があったが、プラントベースフードに対し

ての興味関心が高かった。 
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(２) 新規事業についての相談 
フードに関する新規事業を検討中の方を対象に、新規事業へのアドバイスや協業パー

トナーの紹介をする面談を実施した。面談は 10 社で 25 回行い、そのうち 5 社について

は 6 回、協業パートナー候補と面談を実施した。 
 
 
(３) 世界的なフードテックカンファレンスでの発信 

 新潟市内に目を向けたコミュニティ活性化イベントに加えて、新潟市から外部への発

信についても施策を実施した。こちらについては、シグマクシス主催の SKS Japan Deep 
Dialogue Edition にて新潟市での事例の紹介や、活動を通じた事例を紹介し、対外的に

アピールする事が出来た。具体的に紹介した事例は、玄米堂様の玄米プラントベースラ

ーメンと玄米デニッシュパン事業と、古町糀製造所様のお米の飲むヨーグルト事業の 2
事例である。 
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３．運営管理 
本事業の運営の為に、以下内容で会議、打ち合わせを計 97 回実施した。内訳として

は、定例会 40 回、集中討議 2 回、個別相談 18 回、事業者ヒアリング 23 回、スタート

アップ企業ヒアリング 2 回、パートナー紹介 6 回、イベント実施 4 回、イベント参加 1
回、登壇者面談 1 回である。 
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第３章 今後の課題と取組                        
１．今後の課題と新たな取組 

今後の課題と取り組みとしては、エコシステム形成の為に必要な役割（機能）である「フ

ードイノベーターの発掘・育成」と「事業創出」の 2 つの視点で整理する。 
 「フードイノベーターの発掘・育成」については、裾野を広げていく事が、課題に挙

げられる。課題解決に向けて、地域外から気軽に参加を促進し、想いを持った個人（起

業家予備軍）が気軽に参加できる形式を検討する。併せて、参加しやすいテーマを設定

していく事が肝要である。地域外から気軽に参加できるイベントの例としては下記が挙

げられる。一つ目は長野県小布施町のバーチャル町民会議である。小布施町は住むでも

なく、旅行先と訪れるでもなく、町がまるごと「サードプレイス」と掲げ、様々な人が

気軽に街づくりに参加できるように、オンラインでの未来構想のディスカッションをし

ていく会議を運営している。二つ目は奈良県明日香村のあすかオーナー制度である。会

費を支払えば、農村にある棚田や酒、果樹などのオーナーになることができ、田植えや

稲刈り、収穫といった農作業を体験することができ、地元農家の栽培指導も受けられる

ので、将来農家になることを希望する若者の支援にもつながっている。 
 「事業創出」については、「(３) エコシステムの具体化」の記載内容を基に、フードテ

ックコミュニティとしての機能を実装する事が求められる。また、フードテックの中で

も注力するテーマを決めて、支援する事業を絞っていく事で支援する分野を絞っていく

事も取り組む必要がある。 

 



 

令和３年度  

 

「フードテック＆アグリテックを軸とした 

スタートアップエコシステム形成事業に係る 

新たな共創促進事業」 

 

 

 

 

成果報告書 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年３月３１日 

 

 

委託者 新潟市経済部産業政策課 

 

委託先 株式会社シグマクシス 



2 
 

 

目次 
 

第１章 事業実施の背景及び目的                     
１．事業背景 
 

第２章 実施内容                            
１．各企業の強みをコーディネートした新たな事業創出につながる事業の企画・運営     
(１) 共創促進プロジェクトの概要 
(２) 参加企業と取り組み内容 
(３) 成果 
 
２．フードテック＆アグリテックをテーマにした新規事業創出セミナーの企画・運営 
(１) 実施概要 
(２) 成果 
 
３．運営管理 

 
第３章 今後の課題と取組                        

１．今後の課題と新たな取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 
 

第１章 事業実施の背景及び目的 

１．事業背景・目的 

 近年、食や農業分野では、人口増大による食料不足や地球環境への配慮など、新たな

課題に直面しているが、その解決に ITを用いて取り組むスタートアップ企業が世界的

に注目されている。「フードテック（食×テクノロジー）」、「アグリテック（農×テクノ

ロジー）」と呼ばれる新しい産業分野で、SDGｓや ESG 投資といった世界的な潮流もあ

り、その市場規模は 700 兆円にのぼり、更なる成長が見込まれている。 

 本市は、「コシヒカリ」等の水稲に代表される日本有数の穀倉地帯であるとともに、

野菜や果樹、花卉の一大産地でもあり、農業産出額は 580 億円（平成 29年市町村別で

全国６位。米の産出額は全国１位）と突出した農業生産力を誇る。また、日本海に面し

ていることから漁業も盛んに行われており、豊富な農水産物資源に裏づけされた食料品

製造業が内需型産業として発展してきた。このため、市内製造業では製造品出荷額

（2,517 億円、市内製造業のうち 22％）、事業所数（206 事業所、市内製造業のうち

20％）、従業員数（11,239 人、市内製造業のうち 30％）において食料品製造業が最も多

くの割合を占めており（平成 30 年工業統計調査）、米菓、米飯包装商品や水産練物な

ど、全国的にも著名な地元発の食品メーカーが多数存在するなど食料品製造業が集積し

ている。こうした集積を背景に、農業生産、加工・商品開発、販売を一体的に支援する

ことで、農業と食品産業の成長産業化を目指す「新潟ニューフードバレー」の取組など

が評価され、本市は平成 26 年、「大規模農業の改革拠点」として、国家戦略特別区域に

指定された。特区の指定は、多くの企業からアグリプロジェクトの提案を呼び込み、Ｉ

ＣＴなどを活用した革新的農業の実践も進んでいる。 

 一方で、本市は長期的な人口減少に伴う市内経済の縮小も懸念されており、スタート

アップ企業の力を取り込むとともに、既存中小企業のイノベーションを促進し、地域経

済の活性化を図る必要がある。特に本市に集積する食料品製造業や農業など食関連産業

は、他産業に比べ全国的に労働生産性が低位である。さらに、本市の同産業の労働生産

性は全国平均を下回っているため、イノベーション等による向上が求められている。 

 このことから、本市の強みであり市内企業への波及効果も高い食や農の分野を中心

に、フードテック、アグリテックのスタートアップ企業を本市に集積させ、経済成長の

エンジンとするとともに、スタートアップ企業により、本市の食・農にかかる既存産業

のイノベーション促進を図る。また、スタートアップ企業の集積が、新たなスタートア

ップ企業の輩出や、東京圏等のスタートアップ企業を惹きつける好循環を形成する。 
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第２章 実施内容                            
１．各企業の強みをコーディネートした新たな事業創出につながる事業の企画・運営     
(１) 共創促進プロジェクトの概要 

各企業の強みを活かしたうえで、企業マッチングをコーディネートした。新たな事業

創出につながるプログラムを運営し、本事業に参加した企業の連携体が 2 組以上発表す

ることを目指してプログラムを企画・運営した。 
なお、昨年度に新潟市で策定した「新潟市がフードテックで目指す将来像」や「新潟

市フードテックコミュニティ（以下、NFC）の MTP（Massive Transformative Purpose 野

心的な革新目標）」をプログラム策定・実施の前提として進めた。 
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 共創促進プロジェクトの目的は「フードテック、アグリテックでの事業創出で経済

成長のエンジンに」「食・農にかかる既存産業のイノベーション促進」「スタートアップ

の集積」の３つを掲げ、2021 年度末のゴールは「共創パートナーが見つかり、事業化の

ためのトライアル/実証実験を行う見込みがたっている 」を設定し、プログラムの企画

運営を行った。 
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共創促進プロジェクトの参加メリットとしては、「フードテックに係るインサイト理

解」「市内から新事業創造」「市内外の共創」の３つを掲げ、市内企業の参加を促進した。 
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プログラムの中では各社の進捗に合わせて「事業相談」「マッチング支援」「共創パー

トナー面談」のサポートを行った。 

 

 

 プログラムの全体像は 9 月に応募を開始し、市内企業の参加を集った。参加申し込み

があった企業とは面談を行い選定した。11 月上旬には、参加企業を集めてキックオフ会

を実施し、プロジェクトがスタートした。その後は各社の進捗に合わせて、個別面談や

パートナーマッチングを通じてサポートを行い、共創事業の実現をサポートした。最後

は、2月下旬に成果報告会を行った。 
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応募に関しては、市内企業から２パターンの目的を想定して実施した。1つ目は新規事

業の立ち上げを目的にした企業で、2 つ目は既存事業の進化に対する課題解決を目的に

した企業である。２つのパターンに合わせて申し込みフォーマットを用意、各社は自社

の目的に合わせて申し込みを行った。 

 

11 月のキックオフ会では、参加企業が集まり、各社事業案の共有を行い、今後の進

め方や共創のポイントを伝えた。 
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キックオフ会の後は各社のペースや状況に合わせて事業相談を進めた。各社の事業案

を実現していくために、個別面談にてブラッシュアップを行った。具体的には、市場性

を確認する為のリサーチや、事業案のブラッシュアップ、今後の論点整理、上記に伴う

資料作成のサポートである。 

 

 

 事業相談を通じて事業案を固め、パートナー企業に期待するケイパビリティをまと

め、共創提案書を作成した。共創提案書では「自社・自社事業・自社の強みの紹介」

「共創事業を通じて目指したいもの」「事業案」「自社提供リソースと不足するリソー

ス」「今後のスケジュール」の項目で資料を作成した。 
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共創提案書を基に、各社の意向を踏まえて共創パートナーを探索した。具体的には

「新潟市 HP での告知」「新潟フードテックコミュニティへの告知（メール＆SNS グルー

プ）」「シグマクシスフードテックコミュニティへの告知（メルマガ＆SNS グループ）」

「共創提案書にあった企業への個別アプローチ」でのアプローチを行った。個別でのア

プローチに関しては、求めるケイパビリティを保有する対象業界・企業を明確にし、パ

ートナー企業をリストアップしてコンタクトを進めた。 
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 実際に興味を持ったパートナー企業については、面談の機会を設けて、共創事業の具

体化を行った。具体的には、「MTG アジェンダの作成」「MTG 論点の整理」「MTG の進行」

「共創案の具体化」「日程調整など PJT 進行のサポート」である。 
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パートナー企業と数回討議を重ねて、共創事業の方向性や実施内容を合意し、2月下

旬に成果報告会を実施した。成果報告会では共創事業の説明を行ったうえで、各社の事

例報告を行い、今後に向けての展望を伝えた。申し込み者は 48名であった。内訳は食

関連企業 31％、大学 4％、IT 企業、2％、製造業 2％、個人 13％、支援機関 29％、マス

コミ 13％、その他 6％である。また、事前申し込みがなく当日参加した人を入れた当日

参加者は 45 名であった。 
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２．フードテック＆アグリテックをテーマにした新規事業創出セミナーの企画・運営 
(１) 実施概要 

フードテック＆アグリテックをテーマとした事業を起こしたい企業や個人を対象に、

全 5 回のスタートアップスクールを開講した。フードテックの国内外の事例や人財の講

義に加えて、新事業創出の方法をプログラムとして提供した。インプットセッションだ

けでなく、ターゲットの設定からアイデア創出・ビジネスモデルの策定等のワークシー

トを配布し、希望者には面談にてフィードバックを行った。参加者の満足度も高く、プ

ログラム終了後に個別相談を頂く事になり、事業創出の支援にも繋がる取組みとなった。 
第 1 回はフードテックのトレンドや事例を講演した。第 2 回は自律型リーダーについ

て講演し、自社の MTP（野心的な変革目標）の策定について解説した。第 3 回は生活者

が食に何を求めているのかを講演し、事業のターゲットやアイデア創出の方法について

解説した。第 4 回は欠席者が多く、第 5 回に合わせて実施した。第 5 回は事業の立ち上

げやビジネスモデルについて講演し、国内外様々なフードテック事業を紹介し、ビジネ

スモデルの具体化について解説した。 
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(２) 成果 
 本事業での成果としては、2 社がその後の個別相談を希望され、共創に向けた面談に

繋げる事ができた。また、共創促進プログラムに参加していた会社が参加されることで、

事業案のブラッシュアップにも繋がった。 
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３．運営管理 
 企画についての意見交換や、参加会社の進捗共有などを実施した。本事業の運営の

為に週 1 回を目途に定例会を実施し、打ち合わせを計 71 回実施した。内訳としては、

定例会 26 回、参加者候補面談 4 回、参加施設見学 2 回、個別相談 16 回、イベント 7
回、パートナー紹介 6 回、共創面談 7 回、実証実験/ヒアリング 2 回、集中討議 1 回で

ある 
 
第３章 今後の課題と取組                        
１．今後の課題と新たな取組 

今後の課題として、参加者数の増加、既存事業の進化ではなく新事業（新たな価値提

供）の創出、一部参加者の自主性不足が挙げられる。 
今後の取り組みとしては、テーマ選定、参加者の主体性の育成、協業先メリットの創

出、成功事例の創出が挙げられる。 
1 つ目のテーマの選定については、フードテックの中で共創事業を生み出したい分野/

テーマを明確にすること事が挙げられる。ヒアリングの際も各企業の事業に則したテー

マについては関心を持つ企業が多くあったが、「フードテック」という大きな言葉だと当

事者意識が持てない可能性がある。具体的なテーマ案としては「代替タンパク」「発酵食」

「防災食」「介護食・嚥下食」「アップサイクル」「医食同源」「フードサプライチェーン」

などが挙げられる。 
2 つ目の参加者の主体性の育成は、市内事業者が新しい事に取り組む際に、自ら協業

事業を牽引する力を育てることである。現状では、事業案としても現状の延長線上のテ

ーマが多く、事業範囲が狭いため、テクノロジーを活用する機会が少なかった。今後、

共創プログラムの参加を通じて、協業の知見・経験を得ることも必要である。具体的に

は、参加者のマインドセットや自社で考えていく主体性を持つために、プログラムの期

間を延長する事が挙げられる。 
3 つ目の協業先のメリット創出は市外企業・スタートアップの参加を促進するために

メリットを作ることである。そのために、共創促進プログラムのようなサポートをベー

スにしながら機能拡充をしていく事でより参加しやすいプログラムにしていく必要があ

ると考える。具体例として、社会実装（販売）サポートが挙げられる。食領域において、

多くの新商品は販売に困る傾向があるため、実証販売の機会が持てるようなサポートな

どが受けられるようになる事が望ましい。 
4 つ目の成功事例の創出は、参加企業の増大を促進する役割を持つ。本年度で立ち上

がった共創事業が実際に事業化し、成功事例として広報していく事で、次の市内企業や

パートナー企業への呼び水になると考える。そのためには、本年度の共創事業をサポー

トできる体制を整え、サポートしていくことが重要であると考える。 
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